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長期的な林業不振により今後も衰退傾向が続くものと予測する。

都計外
地林計

400m100m 10km

金融緩和政策の継続と安定的な生産消費で、景気は続いているが、
林業においては、市況の低迷から長期的に不振が続いている。

地域要因に特に変動はない。

個別的要因に変動はない。

〔地域要因〕

〔個別的要因〕

〔一般的要因〕
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③土地の利用の
現況

⑤基準地から
搬出地点まで
の搬出方法

標高５００ｍ、約３０度の
東向傾斜の優良林に指定さ
れた杉の人工林地

円／10a

若桜駅
南東 10km

吉川集材機

都計外
地森計

林業本場林地

ｍ

法令

規制

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦最寄駅及び
距離

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番

⑥搬出地点の
道路の状況

②地積 7,497

⑨公法上の規制

⑩地域の特性

用材林地（杉
）

④周辺の土地の利用の現況 ⑧最寄集落
及び距離

近
隣
地
域

①範囲

②標準的規模等

東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 400 300 500

規模 6,000  ㎡程度、　形状 ほぼ長方形

特記 集落近くの杉の人工林地域

事項

道

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
　 の適用

用材林地

取引事例比較法

控除法

比準価格

控除後価格

27,000 円／10a

／   円／10a

(4)対象基準地の

個別的要因

別記様式第８

ない

 、　方位・傾斜度（ 東  ）向 30 ゜

収益還元法 収益価格 ／   

若桜駅
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内
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公示価格
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②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　の規準価格

前年基準地 新規

①対象基準地の検討

27,500

②変動率

％

[ ]

[ ] [ ]

[ ]100

100

100

100

　修正

①

-1.8

(8)

と
し
た
価
格

③
(9)

前年標準価格

年間

秤量的検討が可能である できない

八頭郡若桜町大字吉川字大サコ１０５４番

倍

[平成 31年 1月]

正常価格

(1)価格時点

(2)実地調査日

(3)鑑定評価の条件 当該土地に工作物又は立木等がなく、かつ、使用収益を制約する権利の存しないものとしての鑑定評価

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.9

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別
令和 元年 7月 2日

令和 元年 7月 12日令和 元年 7月 1日

202,000鑑定評価額 円 27,000 円／10a10a当たりの価格

比準価格は、同一需給圏の類似地域から比較可能な取引事例を補修正して求めた価格で、市場の実態を反映している。収益
価格は林業経営における植林費等の過大な負担と木材の市況を反映した収入との乖離が縮小せず、投資採算は見込めず、市
場参加者の観点から規範性に乏しいので適用しない。対象基準地は戦後復興期意欲的な植林地域に所在している。復興期を
過ぎ、長期に続く取引市場の減退を反映した比準価格を採用し、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

(6)市場の特性 同一需給圏は旧八頭郡内の林地地域である。需要者の中心は同町内及び周辺市町の個人林業経営者で県外からの参入も見ら
れる。林業経営目的が中心で、林産物市場の構造的不況や後継者難で衰退傾向が続いていたが、間伐費用の補助等対策がと
られつつある。取引は多様で、需要の中心となる価格帯は見いだせない。

(7)試算価格の調整
　 及び鑑定評価額
　 の決定の理由

鳥取(林) 1－

鳥取(林) －

基準地番号 提出先

1 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

印氏名
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標高　70m
傾斜10度 南西向
土壌　普通
樹種　

標高　500m
傾斜30度 北西向
土壌　普通
樹種　

標高　480m
傾斜20度 東向
土壌　普通
樹種　

標高　140m
傾斜20度 南向
土壌　普通
樹種　

標高　580m
傾斜40度 南東向
土壌　普通
樹種　

⑯推定標準価
格

都計外
地森計

都計外
保安林・地森計

都計外
地森計

都計外

都計外
保安林・地森計

森林
の土
地所
有権

森林
の土
地所
有権

森林

森林
の土
地所
有権

森林
の土
地所
有権

正常

正常

正常

正常

正常

27,40027,39134,650

69,80069,77573,264

18,40018,37917,460

26,90026,93914,520

27,00027,01619,992

35,000

76,000

18,000

15,000

21,000

農村林
地

林業本
場林地

林業本
場林地

農村林
地

林業本
場林地

126.5

105.0

95.0

53.9

74.0

100

100

100

100

100

②所在及び地番

(1)比準価格算定内訳

NO ⑧法令上の規制
　等

⑥標高・傾斜等 ⑦道路、交通施設
　の状況

①取引事例
　番号

③取引時点 ④類
　型

⑤地積 ⑨地域
の特性（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

１９７０３
２（林）

1-

１９７０３
３（林）

1-

１９７０３
３（林）

2-

１９７０３
３（林）

3-

１９７０３
３（林）

4-

NO
(円／10a)

⑩取引価格 ⑪事情補正 ⑫時点修正 ⑬標準化
　補正

⑭推定価格 ⑮地域要因
　の比較(円／10a) (円／10a)

⑰個別的要因
の比較

⑱査定価格

(円／10a)

100 ］

100

100 ］

10099.0［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

100 ］

100

100 ］

10096.4［ ］

100

100 ］

100

100 ］

10097.0［ ］

100

100 ］

100

100 ］

10096.8［ ］

100

100 ］

100

100 ］

10095.2［ ］

100

交通･
接近

自然

宅地化

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

〔比準価格：オ比準価格決定の理由 円／10a〕27,000

1－ 林地-2３  試算価格算定内訳

+15.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.13

交通･接近

ア事情
の内容

イ月率
変動率

％／月

行政

0.0

0.0 0.0 0.0

0.0 交通･接近 +10.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

自然

その他 その他

自然

-0.13

交通･接近％／月

行政

0.0

0.0 0.0 0.0

0.00.0 交通･接近 +5.0自然

その他 その他

自然

-0.13

交通･接近％／月

行政

0.0

0.0 0.0 0.0

0.00.0 交通･接近 -5.0自然

その他 その他

自然

-0.13

交通･接近％／月

行政

0.0

0.0 0.0 0.0

-30.00.0 交通･接近 -23.0自然

その他 その他

自然

-0.13

交通･接近％／月

行政

0.0

0.0 0.0 0.0

0.00.0 交通･接近 -26.0自然

その他 その他

自然

行政 0.0

行政 0.0

行政 0.0

行政 0.0

行政 0.0

0.0宅地化

0.0宅地化

0.0宅地化

0.0宅地化

0.0宅地化

0.0宅地化

0.0宅地化

0.0宅地化

0.0宅地化

0.0宅地化

( )

( )

( )

( )

( )

鳥取(林)



］］
］

NO

ａ

ｂ

ｃ

NO

ａ

ｂ

ｃ

⑧推定標準
価格

(円／㎡)

控除法が適用できない

②公示価格又は
標準価格(円／㎡）

①標準地番号又は
　基準地番号

(円／㎡)

％（円／㎡）

③造成工事費　
（円／㎡）

⑧規準価格又は比
準価格(円／㎡）

交通･接近街路 行政環境 その他

100 [ ]

100［

円／㎡

100

［
［

100

④標準化補
　正

⑦個別的要
　因の比較

⑤地域要因
　の比較

①転換後・造成後
の更地を想定した
価格（円／㎡）  

②有効宅地化率
　を乗じた価格
　　（円／㎡）

(

⑤投下資本収益④公共公益施設
　負担金
　　（円／㎡）

(③+④)×np(円／㎡)

⑥販売費及び一
　般管理費
　　（円／㎡）

⑦差引額（円／㎡）
　②－(③＋④
　＋⑤＋⑥）

(2)控除後価格算定内訳

1－ 林地-3

(2)-1転換後・造成後の更地を想定した価格から求めた価格（控除法を適用した控除後価格）

％)

n: 月　p: ％

⑧投下資本収益等控除後の価格

n: 月　p:

1

1+np :

⑨熟成度修正

r: ％　m: 年(円／㎡)

1

(1+r) m

⑩個別的要因の比較 ⑪控除後価格　⑧×⑨×⑩×1,000

[

100

]

100

100

100

②取引価格 ③事情補
　正

④時点修
　正

⑥標準化
　補正

⑦地域要
因の比較

⑨個別的要因の
　比較

⑩査定価格

(円／㎡)

［ ］［ ］

100

［ ］

100［ ］

100

［ ］［ ］

100

［ ］

100［ ］

100

［ ］［ ］

100

［ ］

100［ ］

100

街路

交通･接近

環境

画地

行政

その他

(2)-2転換後・造成後の更地を想定した価格の判定

⑤建付減
価の補正

［ ］

100

［ ］

100

［ ］

100

①取引事例
　番号

-

-

-

取
引
事
例
比
較
法

［ ］

100

交通･接近

⑪事情
の内容

街路

画地

⑫月率
変動率

％／月

行政

交通･接近

⑬標準化補正の内訳 ⑭地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

交通･接近街路

画地

％／月

行政

交通･接近環境

その他 その他

街路

行政

環境

交通･接近街路

画地

％／月

行政

交通･接近環境

その他 その他

街路

行政

環境

⑮比準価格

同一需給圏
内の類似地
域にある転
換後・造成
後の公示価
格又は標準
価格からの
検討

③時点修正 ⑥推定標準価格
（円／㎡）

－

⑨地域要因の比較の内訳

転換後・造成後の更地を想定した価格 円／㎡

(2)-3想定開発区域の概況及び想定開発工事の概要

* 開発区域面積
　うち既存公共用地面積

0

0 ㎡

㎡

* 開発区域の範囲（基準地を中心として）

m東 m､ 西 m､ 南 m､ 北0 0 0 0

* 開発区域の土地の利用状況

％田 ％、畑 ％、森林 ％､その他0 0 0 0

* 造成画地数

* １画地平均面積

* 平均盛土高

* 造成後の公共減歩率（又は非有効部分）

* 既存公共用地率

* 造成後の減歩率

0

0 ㎡

画地

0.0 ｍ

0.0 ％

0.0 ％

0.0 ％

* 擁壁工事の概要

* 道路工事の概要

* 排水工事の概要

* 公園緑地の工事の概要

* その他

* 水道工事の概要
　　引込延長 0.0 ｍ

0.0 ｍ
* 電気工事の概要
　　引込延長

鳥取(林)

（円／10a）

理由 林業本場林地であり宅地転換は想定できない

:

* 開発形態：

* 想定用途モデル：

転換後・造成後の公示価格及び標準価格からの検討の適用が困難な理由

(備考)



(円／10a)

④差引額
　　①＋②－③

⑫増分の現在価値
　　

③純収益

⑨転用見込時期におけ
　る素地価格
　　⑥-⑦-⑧

林業本場林地であるが、長期的構造不況により林業採算性は得られないため。(3)-3　Ａ式又はＢ式を用いた理由若しく
　　　は収益還元法を適用しなかった理由

⑧付帯費用

⑦×α

(円／10a)

①収入 ②純収益率 ⑤転換後・造成後
　の更地を想定し
　た価格

r:

⑥有効宅地化率を乗じた
　価格

⑦造成工事費

(3)収益価格算定内訳

1－ 林地-4

［ ］

100

％ u: 年(円／10a) (円／㎡)

［ ］

100

α:

⑩転用見込時期以後に得
　られる純収益の総和
　　　　④÷1,000

⑪転用見込時期における
　価値増分
　　　⑨-⑩

1
(1+r) m

m: 年、r: ％

⑬収益価格
　④＋⑫

(円／10a)

鳥取(林)

(3)-2　Ｂ式（宅地等への転換可能性がある地域にある基準地の場合）

(3)-1　Ａ式（宅地等への転換可能性がないか又はほとんどない地域にある基準地の場合）

× 1,000⑪×

収　　　　入

(円／10a)

①主　伐

(円／10a)

②間伐の後価合計

(円／10a)

③造林費の後価
　合計

(円／10a)

⑤収益還元した価格

r: ％ u: 年

(円／10a)

(円／10a)

⑥管理費資本

(円／10a)

⑦収益価格

　④÷［(1+r) -1］u

④収益価格(A)

　③÷［(1+r) -1］u

(円／㎡) (円／㎡)

(円／㎡) (円／㎡) (円／㎡) (円／㎡) (円／10a)



③地域的特性

④地域要因の将
　来予測

令和 元年 7月 17日　提出

林地-1
年地価調査）鑑定評価書（令和 元

6m市道

（㎡）

外部からの特段の影響は認められないが、林業を取り巻く厳しい環境が継続しており、土地価格は下落傾向が継続するもの
と予測する。

（都）
地森計

200m0m 4km

林業を取り巻く環境が非常に厳しいなか、林業従事者は減少して
いる。

地域要因に特段の変動はない。

個別的要因に特段の変動はない。

〔地域要因〕

〔個別的要因〕

〔一般的要因〕

地
域
要
因

宅地化

交通

自然

行政

その他

標
準
化
補
正

交通

宅地化

その他

自然

行政

６ｍ市道

円／10a

③土地の利用の
現況

⑤基準地から
搬出地点まで
の搬出方法

標高１５０ｍ、約３０度の
東向傾斜、雑木と赤松が混
在する自然林地域

円／10a

河原駅
北西 4km

長瀬公道隣接

（都）
地森計

農村林地

ｍ

法令

規制

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦最寄駅及び
距離

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番

⑥搬出地点の
道路の状況

②地積 16,423

⑨公法上の規制

⑩地域の特性

雑木林地（松
）

④周辺の土地の利用の現況 ⑧最寄集落
及び距離

近
隣
地
域

①範囲

②標準的規模等

東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 300 500 500

規模 30,000  ㎡程度、　形状 ほぼ長方形

特記 住宅地域隣接の自然林地域

事項

道

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
　 の適用

桧の人口林地

取引事例比較法

控除法

比準価格

控除後価格

186,000 円／10a

／   円／10a

(4)対象基準地の

個別的要因

別記様式第８

ない

 、　方位・傾斜度（ 東  ）向 30゜

収益還元法 収益価格 ／   

河原駅

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

対
象
基
準
地
の
前
年

標
準
価
格
か
ら
の
検
討

(円／㎡)　較

　要因の

　比較

　因の比　補正

⑦
内
訳

公
示
価
格
を
規
準

標準地番号

-

公示価格

円／㎡

②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　の規準価格

前年基準地 新規

①対象基準地の検討

190,000

②変動率

％

[ ]

[ ] [ ]

[ ]100

100

100

100

　修正

①

-2.1

(8)

と
し
た
価
格

③
(9)

前年標準価格

年間

秤量的検討が可能である できない

鳥取市河原町長瀬字樟山６８５番

倍

[平成 31年 1月]

正常価格

(1)価格時点

(2)実地調査日

(3)鑑定評価の条件 当該土地に工作物又は立木等がなく、かつ、使用収益を制約する権利の存しないものとしての鑑定評価

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

2.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別
令和 元年 7月 1日

令和 元年 7月 10日令和 元年 7月 1日

3,050,000鑑定評価額 円 186,000 円／10a10a当たりの価格

同一需給圏内の農村林地地域においては林業を取り巻く環境が厳しく、林業採算性の想定が困難で、収益還元法は適用しな
かった。また、宅地化の影響が低いことから、控除法は適用しなかった。取引事例比較法においては、同一需給圏内の類似
地域における取引事例を採用して求めており、比準価格の規範性は高い。したがって、比準価格の試算過程を再吟味した結
果、これを妥当と判断し、鑑定評価額を標記のとおり決定した。

(6)市場の特性 同一需給圏を鳥取市及び隣接の八頭町に農村林地地域が存する圏域と判定した。主たる需要者層は同一需給圏内の林業従事
者及びその後継者等が想定されるが、林業を取り巻く環境が非常に厳しいなか、林業従事者の減少、後継者不足等により林
地に対する需要は低調で、取引価格は下落傾向が継続している。取引件数が少なく、取引規模、取引事情等は様々なため、
需要の中心となる価格帯は見出し難い。

(7)試算価格の調整
　 及び鑑定評価額
　 の決定の理由

鳥取(林) 2－

鳥取(林) －

基準地番号 提出先

2 鳥取県

所属分科会名

鳥取県鳥取

業者名

印氏名



［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

］

］

］

］

］

標高　250m
傾斜30度 北向
土壌　普通
樹種　

標高　150m
傾斜30度 南向
土壌　普通
樹種　

標高　18m
傾斜30度 北東向
土壌　普通
樹種　

標高　80m
傾斜10度 南向
土壌　普通
樹種　

⑯推定標準価
格

都計外
地森計

都計外
地森計

「調区」
地森計

（都）
地森計

森林
の土
地所
有権

森林
の土
地所
有権

森林
の土
地所
有権

森林
の土
地所
有権

正常

正常

買進み

正常

216,000216,263166,090

172,000172,237130,900

184,000183,769168,700

171,000171,241130,143

170,000

140,000

350,000

141,000

農村林
地

農村林
地

都市近
郊林地

農村林
地

76.8

76.0

91.8

76.0

100

100

100

100

100

②所在及び地番

(1)比準価格算定内訳

NO ⑧法令上の規制
　等

⑥標高・傾斜等 ⑦道路、交通施設
　の状況

①取引事例
　番号

③取引時点 ④類
　型

⑤地積 ⑨地域
の特性（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

１９７１０
（林）

1-

１９７１０
（林）

2-

１９７１０
（林）

4-

１９７１０
（林）

6-

-

NO
(円／10a)

⑩取引価格 ⑪事情補正 ⑫時点修正 ⑬標準化
　補正

⑭推定価格 ⑮地域要因
　の比較(円／10a) (円／10a)

⑰個別的要因
の比較

⑱査定価格

(円／10a)

100 ］

100

100 ］

10097.7［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

100 ］

100

100 ］

10093.5［ ］

100

200.0 ］

100

100 ］

10096.4［ ］

100

100 ］

100

100 ］

10092.3［ ］

100

］

100

］

100［ ］

100

交通･
接近

自然

宅地化

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

〔比準価格：オ比準価格決定の理由 円／10a〕186,000

2－ 林地-2３  試算価格算定内訳

0.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.18

交通･接近

ア事情
の内容

イ月率
変動率

％／月

行政

0.0

0.0 0.0 0.0

0.0 交通･接近 -4.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

自然

その他 その他

自然

-0.18

交通･接近％／月

行政

0.0

0.0 0.0 0.0

0.00.0 交通･接近 -5.0自然

その他 その他

自然

-0.18

交通･接近％／月

行政

0.0

0.0 0.0 0.0

0.00.0 交通･接近 +2.0自然

その他 その他

自然

-0.18

交通･接近％／月

行政

0.0

0.0 0.0 0.0

0.00.0 交通･接近 -5.0自然

その他 その他

自然

交通･接近％／月

行政

交通･接近自然

その他 その他

自然

行政 0.0

行政 0.0

行政 0.0

行政 0.0

行政

0.0宅地化

0.0宅地化

0.0宅地化

0.0宅地化

宅地化

-20.0宅地化

-20.0宅地化

-10.0宅地化

-20.0宅地化

宅地化

( )

( )

( )

( )

( )

鳥取(林)



］］
］

NO

ａ

ｂ

ｃ

NO

ａ

ｂ

ｃ

⑧推定標準
価格

(円／㎡)

控除法が適用できない

②公示価格又は
標準価格(円／㎡）

①標準地番号又は
　基準地番号

(円／㎡)

％（円／㎡）

③造成工事費　
（円／㎡）

⑧規準価格又は比
準価格(円／㎡）

交通･接近街路 行政環境 その他

100 [ ]

100［

円／㎡

100

［
［

100

④標準化補
　正

⑦個別的要
　因の比較

⑤地域要因
　の比較

①転換後・造成後
の更地を想定した
価格（円／㎡）  

②有効宅地化率
　を乗じた価格
　　（円／㎡）

(

⑤投下資本収益④公共公益施設
　負担金
　　（円／㎡）

(③+④)×np(円／㎡)

⑥販売費及び一
　般管理費
　　（円／㎡）

⑦差引額（円／㎡）
　②－(③＋④
　＋⑤＋⑥）

(2)控除後価格算定内訳

2－ 林地-3

(2)-1転換後・造成後の更地を想定した価格から求めた価格（控除法を適用した控除後価格）

％)

n: 月　p: ％

⑧投下資本収益等控除後の価格

n: 月　p:

1

1+np :

⑨熟成度修正

r: ％　m: 年(円／㎡)

1

(1+r) m

⑩個別的要因の比較 ⑪控除後価格　⑧×⑨×⑩×1,000

[

100

]

100

100

100

②取引価格 ③事情補
　正

④時点修
　正

⑥標準化
　補正

⑦地域要
因の比較

⑨個別的要因の
　比較

⑩査定価格

(円／㎡)

［ ］［ ］

100

［ ］

100［ ］

100

［ ］［ ］

100

［ ］

100［ ］

100

［ ］［ ］

100

［ ］

100［ ］

100

街路

交通･接近

環境

画地

行政

その他

(2)-2転換後・造成後の更地を想定した価格の判定

⑤建付減
価の補正

［ ］

100

［ ］

100

［ ］

100

①取引事例
　番号

-

-

-

取
引
事
例
比
較
法

［ ］

100

交通･接近

⑪事情
の内容

街路

画地

⑫月率
変動率

％／月

行政

交通･接近

⑬標準化補正の内訳 ⑭地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

交通･接近街路

画地

％／月

行政

交通･接近環境

その他 その他

街路

行政

環境

交通･接近街路

画地

％／月

行政

交通･接近環境

その他 その他

街路

行政

環境

⑮比準価格

同一需給圏
内の類似地
域にある転
換後・造成
後の公示価
格又は標準
価格からの
検討

③時点修正 ⑥推定標準価格
（円／㎡）

－

⑨地域要因の比較の内訳

転換後・造成後の更地を想定した価格 円／㎡

(2)-3想定開発区域の概況及び想定開発工事の概要

* 開発区域面積
　うち既存公共用地面積

0

0㎡

㎡

* 開発区域の範囲（基準地を中心として）

m東 m､ 西 m､ 南 m､ 北0 0 0 0

* 開発区域の土地の利用状況

％田 ％、畑 ％、森林 ％､その他0 0 0 0

* 造成画地数

* １画地平均面積

* 平均盛土高

* 造成後の公共減歩率（又は非有効部分）

* 既存公共用地率

* 造成後の減歩率

0

0㎡

画地

0.0ｍ

0.0％

0.0％

0.0％

* 擁壁工事の概要

* 道路工事の概要

* 排水工事の概要

* 公園緑地の工事の概要

* その他

* 水道工事の概要
　　引込延長 0.0ｍ

0.0ｍ
* 電気工事の概要
　　引込延長

鳥取(林)

（円／10a）

理由 宅地への転換の可能性が殆どないため。

:

* 開発形態：

* 想定用途モデル：

転換後・造成後の公示価格及び標準価格からの検討の適用が困難な理由

(備考)



(円／10a)

④差引額
　　①＋②－③

⑫増分の現在価値
　　

③純収益

⑨転用見込時期におけ
　る素地価格
　　⑥-⑦-⑧

宅地への転換可能性が殆どなく、林業採算性の検討も困難であるため。(3)-3　Ａ式又はＢ式を用いた理由若しく
　　　は収益還元法を適用しなかった理由

⑧付帯費用

⑦×α

(円／10a)

①収入 ②純収益率 ⑤転換後・造成後
　の更地を想定し
　た価格

r:

⑥有効宅地化率を乗じた
　価格

⑦造成工事費

(3)収益価格算定内訳

2－ 林地-4

［ ］

100

％ u: 年(円／10a) (円／㎡)

［ ］

100

α:

⑩転用見込時期以後に得
　られる純収益の総和
　　　　④÷1,000

⑪転用見込時期における
　価値増分
　　　⑨-⑩

1
(1+r) m

m: 年、r: ％

⑬収益価格
　④＋⑫

(円／10a)

鳥取(林)

(3)-2　Ｂ式（宅地等への転換可能性がある地域にある基準地の場合）

(3)-1　Ａ式（宅地等への転換可能性がないか又はほとんどない地域にある基準地の場合）

× 1,000⑪×

収　　　　入

(円／10a)

①主　伐

(円／10a)

②間伐の後価合計

(円／10a)

③造林費の後価
　合計

(円／10a)

⑤収益還元した価格

r: ％ u: 年

(円／10a)

(円／10a)

⑥管理費資本

(円／10a)

⑦収益価格

　④÷［(1+r) -1］u

④収益価格(A)

　③÷［(1+r) -1］u

(円／㎡) (円／㎡)

(円／㎡) (円／㎡) (円／㎡) (円／㎡) (円／10a)



③地域的特性

④地域要因の将
　来予測

令和 元年 7月 17日　提出

林地-1
年地価調査）鑑定評価書（令和 元

4m農道

（㎡）

　西大杉集落の西方に位置する雑木林地地域。地域要因の変化はない。素材需要の推移を見れば、県産材の需要は逓増傾向
にあるが、外材、他県産材の割合が圧倒的に多い。地価は弱含み基調と思料される。

都計外

200m100m 6km

素材需要の推移の中で県産材の需要が逓増傾向。ただ、製材用で
はなく、合板用、木材チップ用の伸びが顕著（Ｈ２８県林業統計）
。

地域要因に変化はない。管理が行き届いていない山林が比較的多
く見られる。

特にない。

〔地域要因〕

〔個別的要因〕

〔一般的要因〕

地
域
要
因

宅地化

交通

自然

行政

その他

標
準
化
補
正

交通

宅地化

その他

自然

行政

搬出地点の道路の
状態は通常である
。

円／10a

③土地の利用の
現況

⑤基準地から
搬出地点まで
の搬出方法

標高１３０ｍ、約３５度の
北西向傾斜、人工林が介在
する雑木林地域

円／10a

浦安駅
南西 5.5km

西大杉集材機

都計外
地森計

農村林地

ｍ

法令

規制

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦最寄駅及び
距離

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番

⑥搬出地点の
道路の状況

②地積 3,679

⑨公法上の規制

⑩地域の特性

用材林地（檜
）

④周辺の土地の利用の現況 ⑧最寄集落
及び距離

近
隣
地
域

①範囲

②標準的規模等

東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北200 200 100 100

規模 3,500  ㎡程度、　形状 ほぼ長方形

特記 特筆すべき事項はない。

事項

道

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
　 の適用

用材林地

取引事例比較法

控除法

比準価格

控除後価格

42,000 円／10a

／   円／10a

(4)対象基準地の

個別的要因

別記様式第８

ない

 、　方位・傾斜度（ 北西  ）向 35 ゜

収益還元法 収益価格 ／   

浦安駅

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

対
象
基
準
地
の
前
年

標
準
価
格
か
ら
の
検
討

(円／㎡)　較

　要因の

　比較

　因の比　補正

⑦
内
訳

公
示
価
格
を
規
準

標準地番号

-

公示価格

円／㎡

②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　の規準価格

前年基準地 新規

①対象基準地の検討

44,000

②変動率

％

[ ]

[ ] [ ]

[ ]100

100

100

100

　修正

①

-4.5

(8)

と
し
た
価
格

③
(9)

前年標準価格

年間

秤量的検討が可能である できない

東伯郡琴浦町大字大杉字妙見平ラ８５０番

倍

[平成 31年 1月]

正常価格

(1)価格時点

(2)実地調査日

(3)鑑定評価の条件 当該土地に工作物又は立木等がなく、かつ、使用収益を制約する権利の存しないものとしての鑑定評価

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

2.2

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別
令和 元年 7月 1日

令和 元年 7月 11日令和 元年 7月 1日

155,000鑑定評価額 円 42,000 円／10a10a当たりの価格

　鳥取県中部全域に範囲を広げて取引事例を収集し、比準価格の試算を行った。採用された５事例のうち４事例は個人間の、
１事例は個人から法人への売買である。いずれも農村林地で取引された事例であり比準価格は説得力を有する。なお、林業
を取り巻く経済環境は厳しく、投資採算性の確保が困難であることから収益価格の適用を見送った。鑑定評価額の決定に当
たっては、比準価格の各試算過程を再検討し、対象基準地の鑑定評価額を上記のとおり決定した。

(6)市場の特性 　同一需給圏は広域的には鳥取県中部の農村林地地域。市場参加者の属性は、林業従事者や資産保有を目的とする個人が中
心と考察される。ただ、木材市況の低迷等により需要は低調。また、山林所有者の高齢化等により、市場価値を乖離した低
価格で所有林地を手放していると思われるようなケースも見られる。したがって、農村林地の標準的な価格帯は把握しがた
くなってきている。近年収集した事例の取引価格は１１円／㎡～７７円／㎡といった幅広い範囲に分布。

(7)試算価格の調整
　 及び鑑定評価額
　 の決定の理由

鳥取(林) 3－

鳥取(林) －

基準地番号 提出先

3 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

印氏名



［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

］

］

］

］

］

標高　80m
傾斜30度 西向
土壌　普通
樹種　雑木

標高　270m
傾斜30度 東向
土壌　普通
樹種　スギ、雑木

標高　200m
傾斜30度 北西向
土壌　普通
樹種　スギ、雑木

標高　100m
傾斜40度 南東向
土壌　普通
樹種　雑木、孟宗

標高　100m
傾斜35度 東向
土壌　普通
樹種　雑木、孟宗

⑯推定標準価
格

(都)
地森計

都計外
地森計

都計外
地森計

都計外
地森計

都計外
地森計

森林
の土
地所
有権

森林
の土
地所
有権

森林
の土
地所
有権

森林
の土
地所
有権

森林
の土
地所
有権

正常

正常

正常

正常

正常

39,50039,49641,076

45,30045,32457,335

46,40046,43544,160

40,00040,00050,400

37,20037,15821,700

42,000

77,000

46,000

35,000

25,000

農村林
地

農村林
地

農村林
地

農村林
地

農村林
地

104.0

126.5

95.1

126.0

58.4

100

100

100

100

100

②所在及び地番

(1)比準価格算定内訳

NO ⑧法令上の規制
　等

⑥標高・傾斜等 ⑦道路、交通施設
　の状況

①取引事例
　番号

③取引時点 ④類
　型

⑤地積 ⑨地域
の特性（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

１９７０１
１（林）

1-

１９７０１
１（林）

2-

１９７０１
２（林）

1-

１９７０１
３（林）

1-

１９７０１
３（林）

2-

NO
(円／10a)

⑩取引価格 ⑪事情補正 ⑫時点修正 ⑬標準化
　補正

⑭推定価格 ⑮地域要因
　の比較(円／10a) (円／10a)

⑰個別的要因
の比較

⑱査定価格

(円／10a)

100 ］

100

100 ］

10097.8［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

100 ］

100

130.0 ］

10096.8［ ］

100

100 ］

100

100 ］

10096.0［ ］

100

100 ］

100

65.0 ］

10093.6［ ］

100

100 ］

100

100 ］

10086.8［ ］

100

交通･
接近

自然

宅地化

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

〔比準価格：オ比準価格決定の理由 円／10a〕42,000

3－ 林地-2３  試算価格算定内訳

0.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.20

交通･接近

ア事情
の内容

イ月率
変動率

％／月

行政

0.0

0.0 0.0 0.0

0.0 交通･接近 +4.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

自然

その他 その他

自然

-0.40

交通･接近％／月

行政

0.0

0.0 +30.0 +20.0

-5.00.0 交通･接近 +11.0自然

その他 その他

自然

-0.40

交通･接近％／月

行政

0.0

0.0 0.0 0.0

-2.00.0 交通･接近 -3.0自然

その他 その他

自然

-0.40

交通･接近％／月

行政

-5.0

0.0 -5.0 0.0

0.0-10.0 交通･接近 +20.0自然

その他 その他

自然

-0.40

交通･接近％／月

行政

0.0

0.0 0.0 0.0

0.00.0 交通･接近 -27.0自然

その他 その他

自然

行政 0.0

行政 0.0

行政 0.0

行政 0.0

行政 0.0

0.0宅地化

0.0宅地化

0.0宅地化

-20.0宅地化

0.0宅地化

0.0宅地化

0.0宅地化

0.0宅地化

+5.0宅地化

-20.0宅地化

( )

( )

( )

( )

( )

鳥取(林)



］］
］

NO

ａ

ｂ

ｃ

NO

ａ

ｂ

ｃ

⑧推定標準
価格

(円／㎡)

控除法が適用できない

②公示価格又は
標準価格(円／㎡）

①標準地番号又は
　基準地番号

(円／㎡)

％（円／㎡）

③造成工事費　
（円／㎡）

⑧規準価格又は比
準価格(円／㎡）

交通･接近街路 行政環境 その他

100 [ ]

100［

円／㎡

100

［
［

100

④標準化補
　正

⑦個別的要
　因の比較

⑤地域要因
　の比較

①転換後・造成後
の更地を想定した
価格（円／㎡）  

②有効宅地化率
　を乗じた価格
　　（円／㎡）

(

⑤投下資本収益④公共公益施設
　負担金
　　（円／㎡）

(③+④)×np(円／㎡)

⑥販売費及び一
　般管理費
　　（円／㎡）

⑦差引額（円／㎡）
　②－(③＋④
　＋⑤＋⑥）

(2)控除後価格算定内訳

3－ 林地-3

(2)-1転換後・造成後の更地を想定した価格から求めた価格（控除法を適用した控除後価格）

％)

n: 月　p: ％

⑧投下資本収益等控除後の価格

n: 月　p:

1

1+np :

⑨熟成度修正

r: ％　m: 年(円／㎡)

1

(1+r) m

⑩個別的要因の比較 ⑪控除後価格　⑧×⑨×⑩×1,000

[

100

]

100

100

100

②取引価格 ③事情補
　正

④時点修
　正

⑥標準化
　補正

⑦地域要
因の比較

⑨個別的要因の
　比較

⑩査定価格

(円／㎡)

［ ］［ ］

100

［ ］

100［ ］

100

［ ］［ ］

100

［ ］

100［ ］

100

［ ］［ ］

100

［ ］

100［ ］

100

街路

交通･接近

環境

画地

行政

その他

(2)-2転換後・造成後の更地を想定した価格の判定

⑤建付減
価の補正

［ ］

100

［ ］

100

［ ］

100

①取引事例
　番号

-

-

-

取
引
事
例
比
較
法

［ ］

100

交通･接近

⑪事情
の内容

街路

画地

⑫月率
変動率

％／月

行政

交通･接近

⑬標準化補正の内訳 ⑭地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

交通･接近街路

画地

％／月

行政

交通･接近環境

その他 その他

街路

行政

環境

交通･接近街路

画地

％／月

行政

交通･接近環境

その他 その他

街路

行政

環境

⑮比準価格

同一需給圏
内の類似地
域にある転
換後・造成
後の公示価
格又は標準
価格からの
検討

③時点修正 ⑥推定標準価格
（円／㎡）

－

⑨地域要因の比較の内訳

転換後・造成後の更地を想定した価格 円／㎡

(2)-3想定開発区域の概況及び想定開発工事の概要

* 開発区域面積
　うち既存公共用地面積

0

0 ㎡

㎡

* 開発区域の範囲（基準地を中心として）

m東 m､ 西 m､ 南 m､ 北0 0 0 0

* 開発区域の土地の利用状況

％田 ％、畑 ％、森林 ％､その他0 0 0 0

* 造成画地数

* １画地平均面積

* 平均盛土高

* 造成後の公共減歩率（又は非有効部分）

* 既存公共用地率

* 造成後の減歩率

0

0 ㎡

画地

0.0 ｍ

0.0 ％

0.0 ％

0.0 ％

* 擁壁工事の概要

* 道路工事の概要

* 排水工事の概要

* 公園緑地の工事の概要

* その他

* 水道工事の概要
　　引込延長 0.0 ｍ

0.0 ｍ
* 電気工事の概要
　　引込延長

鳥取(林)

（円／10a）

理由 更地への転換可能性が殆ど見られないため、適用不可能。

:

* 開発形態：

* 想定用途モデル：

転換後・造成後の公示価格及び標準価格からの検討の適用が困難な理由

(備考)



(円／10a)

④差引額
　　①＋②－③

⑫増分の現在価値
　　

③純収益

⑨転用見込時期におけ
　る素地価格
　　⑥-⑦-⑧

宅地等への転換がない地域であること、林業を取り巻く環境の厳しさから投資採算性を
見込むことが困難であることにより、Ａ式、Ｂ式を適用できない。

(3)-3　Ａ式又はＢ式を用いた理由若しく
　　　は収益還元法を適用しなかった理由

⑧付帯費用

⑦×α

(円／10a)

①収入 ②純収益率 ⑤転換後・造成後
　の更地を想定し
　た価格

r:

⑥有効宅地化率を乗じた
　価格

⑦造成工事費

(3)収益価格算定内訳

3－ 林地-4

［ ］

100

％ u: 年(円／10a) (円／㎡)

［ ］

100

α:

⑩転用見込時期以後に得
　られる純収益の総和
　　　　④÷1,000

⑪転用見込時期における
　価値増分
　　　⑨-⑩

1
(1+r) m

m: 年、r: ％

⑬収益価格
　④＋⑫

(円／10a)

鳥取(林)

(3)-2　Ｂ式（宅地等への転換可能性がある地域にある基準地の場合）

(3)-1　Ａ式（宅地等への転換可能性がないか又はほとんどない地域にある基準地の場合）

× 1,000⑪×

収　　　　入

(円／10a)

①主　伐

(円／10a)

②間伐の後価合計

(円／10a)

③造林費の後価
　合計

(円／10a)

⑤収益還元した価格

r: ％ u: 年

(円／10a)

(円／10a)

⑥管理費資本

(円／10a)

⑦収益価格

　④÷［(1+r) -1］u

④収益価格(A)

　③÷［(1+r) -1］u

(円／㎡) (円／㎡)

(円／㎡) (円／㎡) (円／㎡) (円／㎡) (円／10a)



③地域的特性

④地域要因の将
　来予測

令和 元年 7月 17日　提出

林地-1
年地価調査）鑑定評価書（令和 元

7m農道

（㎡）

　農道の整備がなされた地域で、林地の中に芝畑等が介在し、最寄集落への接近性も良好であるが過疎化の影響が強まって
いる。今後も現状のまま推移するものと予測する。

都計外
地森計

800m100m 8km

収益改善の施策、経営効率化の努力がなされるも、効果は限定的
である。

地域要因に特段の変動はない。

個別的要因に特段の変動はない。

〔地域要因〕

〔個別的要因〕

〔一般的要因〕

地
域
要
因

宅地化

交通

自然

行政

その他

標
準
化
補
正

交通

宅地化

その他

自然

行政

７ｍ農道

円／10a

③土地の利用の
現況

⑤基準地から
搬出地点まで
の搬出方法

谷間に人工林と自然林が混
在する林地地域

円／10a

御来屋駅
南 8km

神田集材機

都計外
地森計

農村林地

ｍ

法令

規制

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦最寄駅及び
距離

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番

⑥搬出地点の
道路の状況

②地積 10,784

⑨公法上の規制

⑩地域の特性

用材・雑木林
地（杉、雑木
）

④周辺の土地の利用の現況 ⑧最寄集落
及び距離

近
隣
地
域

①範囲

②標準的規模等

東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 500 150

規模 10,000  ㎡程度、　形状 不整形

特記 用材木林地、雑木林地のほ
か農地の介在する地域

事項

道

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
　 の適用

桧の人口林地

取引事例比較法

控除法

比準価格

控除後価格

73,000 円／10a

／   円／10a

(4)対象基準地の

個別的要因

別記様式第８

ない

 、　方位・傾斜度（ 東  ）向 20゜

収益還元法 収益価格 ／   

御来屋駅

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

対
象
基
準
地
の
前
年

標
準
価
格
か
ら
の
検
討

(円／㎡)　較

　要因の

　比較

　因の比　補正

⑦
内
訳

公
示
価
格
を
規
準

標準地番号

-

公示価格

円／㎡

②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　の規準価格

前年基準地 新規

①対象基準地の検討

75,000

②変動率

％

[ ]

[ ] [ ]

[ ]100

100

100

100

　修正

①

-2.7

(8)

と
し
た
価
格

③
(9)

前年標準価格

年間

秤量的検討が可能である できない

西伯郡大山町加茂字伊屋崎２０８６番外

倍

[平成 31年 1月]

正常価格

(1)価格時点

(2)実地調査日

(3)鑑定評価の条件 当該土地に工作物又は立木等がなく、かつ、使用収益を制約する権利の存しないものとしての鑑定評価

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

2.4

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別
令和 元年 6月 25日

令和 元年 7月 5日令和 元年 7月 1日

787,000鑑定評価額 円 73,000 円／10a10a当たりの価格

　取引事例比較法は、取引件数が少なかったが、地域特性の類似性の認められる事例を採用し比準したもので市場性を反映
した価格が求められたと思料する。収益価格は、木材価格の上昇に対して人件費、造林費等の経費上昇が大きく投資採算性
に見合わない状況が続いており適切な試算ができないため適用しない。したがって、比準価格を求める計算過程を再吟味し
て鑑定評価額を決定した。

(6)市場の特性 同一需給圏は、米子市、西伯郡の農村林地一円と判定した。当該圏域に地縁性を有する農林業従事者等に概ね限定されるも
のと思料する。第一次産業従事者の減少、収益改善の様々な施策がなされるも林業収益性の伸び悩みにより、林地需要は弱
く中心となる価格帯の把握は難しい。

(7)試算価格の調整
　 及び鑑定評価額
　 の決定の理由

鳥取(林) 4－

鳥取(林) －

基準地番号 提出先

4 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

印氏名



［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

］

］

］

］

］

標高　200m
傾斜20度 北東向
土壌　普通
樹種　

標高　150m
傾斜
土壌　痩地
樹種　

標高　150m
傾斜5度 北西向
土壌　普通
樹種　スギ、ヒノ

標高　100m
傾斜5度 北東向
土壌　普通
樹種　

⑯推定標準価格

都計外
地森計

都計外
地森計

都計外
地森計

都計外
地森計

森林
の土
地所
有権

森林
の土
地所
有権

森林
の土
地所
有権

森林
の土
地所
有権

正常

限定価
格

正常

正常

70,10070,07574,980

67,40067,41666,000

75,90075,94283,764

73,50073,49280,327

69,000

40,000

86,000

82,000

農村林
地

農村林
地

農村林
地

農村林
地

107.0

97.9

110.3

109.3

100

100

100

100

100

②所在及び地番

(1)比準価格算定内訳

NO ⑧法令上の規制
　等

⑥標高・傾斜等 ⑦道路、交通施設
　の状況

①取引事例
　番号

③取引時点 ④類
　型

⑤地積 ⑨地域
の特性（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

１９７０８
１（林）

1-

１９７０８
１（林）

2-

１９７０８
２（林）

1-

１９７０８
３（林）

1-

-

NO
(円／10a)

⑩取引価格 ⑪事情補正 ⑫時点修正 ⑬標準化
　補正

⑭推定価格 ⑮地域要因
　の比較(円／10a) (円／10a)

⑰個別的要因の
比較

⑱査定価格

(円／10a)

100 ］

100

90.0 ］

10097.8［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

80.0 ］

100

75.0 ］

10099.0［ ］

100

100 ］

100

100 ］

10097.4［ ］

100

100 ］

100

98.0 ］

10096.0［ ］

100

］

100

］

100［ ］

100

交通･
接近

自然

宅地化

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

〔比準価格：オ比準価格決定の理由 円／10a〕73,000

4－ 林地-2３  試算価格算定内訳

0.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.20

交通･接近

ア事情
の内容

イ月率
変動率

％／月

行政

0.0

0.0 0.0 0.0

-10.0 交通･接近 0.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

自然

その他 その他

自然

-0.20

交通･接近％／月

行政

0.0

0.0 0.0 0.0

-5.0-25.0 交通･接近 0.0自然

その他 その他

自然

-0.20

交通･接近％／月

行政

0.0

0.0 0.0 0.0

+5.00.0 交通･接近 0.0自然

その他 その他

自然

-0.20

交通･接近％／月

行政

-2.0

0.0 0.0 0.0

-5.00.0 交通･接近 0.0自然

その他 その他

自然

交通･接近％／月

行政

交通･接近自然

その他 その他

自然

行政 0.0

行政 0.0

行政 0.0

行政 0.0

行政

0.0宅地化

0.0宅地化

0.0宅地化

0.0宅地化

宅地化

+7.0宅地化

+3.0宅地化

+5.0宅地化

+15.0宅地化

宅地化

( )

( )

( )

( )

( )

鳥取(林)



］］
］

NO

ａ

ｂ

ｃ

NO

ａ

ｂ

ｃ

⑧推定標準
価格

(円／㎡)

控除法が適用できない

②公示価格又は
標準価格(円／㎡）

①標準地番号又は
　基準地番号

(円／㎡)

％（円／㎡）

③造成工事費　
（円／㎡）

⑧規準価格又は比
準価格(円／㎡）

交通･接近街路 行政環境 その他

100 [ ]

100［

円／㎡

100

［
［

100

④標準化補
　正

⑦個別的要
　因の比較

⑤地域要因
　の比較

①転換後・造成後
の更地を想定した
価格（円／㎡）  

②有効宅地化率
　を乗じた価格
　　（円／㎡）

(

⑤投下資本収益④公共公益施設
　負担金
　　（円／㎡）

(③+④)×np(円／㎡)

⑥販売費及び一
　般管理費
　　（円／㎡）

⑦差引額（円／㎡）
　②－(③＋④
　＋⑤＋⑥）

(2)控除後価格算定内訳

4－ 林地-3

(2)-1転換後・造成後の更地を想定した価格から求めた価格（控除法を適用した控除後価格）

％)

n: 月　p: ％

⑧投下資本収益等控除後の価格

n: 月　p:

1

1+np :

⑨熟成度修正

r: ％　m: 年(円／㎡)

1

(1+r) m

⑩個別的要因の比較 ⑪控除後価格　⑧×⑨×⑩×1,000

[

100

]

100

100

100

②取引価格 ③事情補
　正

④時点修
　正

⑥標準化
　補正

⑦地域要
因の比較

⑨個別的要因の
　比較

⑩査定価格

(円／㎡)

［ ］［ ］

100

［ ］

100［ ］

100

［ ］［ ］

100

［ ］

100［ ］

100

［ ］［ ］

100

［ ］

100［ ］

100

街路

交通･接近

環境

画地

行政

その他

(2)-2転換後・造成後の更地を想定した価格の判定

⑤建付減
価の補正

［ ］

100

［ ］

100

［ ］

100

①取引事例
　番号

-

-

-

取
引
事
例
比
較
法

［ ］

100

交通･接近

⑪事情
の内容

街路

画地

⑫月率
変動率

％／月

行政

交通･接近

⑬標準化補正の内訳 ⑭地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

交通･接近街路

画地

％／月

行政

交通･接近環境

その他 その他

街路

行政

環境

交通･接近街路

画地

％／月

行政

交通･接近環境

その他 その他

街路

行政

環境

⑮比準価格

同一需給圏
内の類似地
域にある転
換後・造成
後の公示価
格又は標準
価格からの
検討

③時点修正 ⑥推定標準価格
（円／㎡）

－

⑨地域要因の比較の内訳

転換後・造成後の更地を想定した価格 円／㎡

(2)-3想定開発区域の概況及び想定開発工事の概要

* 開発区域面積
　うち既存公共用地面積

0

0㎡

㎡

* 開発区域の範囲（基準地を中心として）

m東 m､ 西 m､ 南 m､ 北0 0 0 0

* 開発区域の土地の利用状況

％田 ％、畑 ％、森林 ％､その他0 0 0 0

* 造成画地数

* １画地平均面積

* 平均盛土高

* 造成後の公共減歩率（又は非有効部分）

* 既存公共用地率

* 造成後の減歩率

0

0㎡

画地

0.0ｍ

0.0％

0.0％

0.0％

* 擁壁工事の概要

* 道路工事の概要

* 排水工事の概要

* 公園緑地の工事の概要

* その他

* 水道工事の概要
　　引込延長 0.0ｍ

0.0ｍ
* 電気工事の概要
　　引込延長

鳥取(林)

（円／10a）

理由 宅地への転換の可能性は殆どない。

:

* 開発形態：

* 想定用途モデル：

転換後・造成後の公示価格及び標準価格からの検討の適用が困難な理由

(備考)



(円／10a)

④差引額
　　①＋②－③

⑫増分の現在価値
　　

③純収益

⑨転用見込時期におけ
　る素地価格
　　⑥-⑦-⑧

投資採算性の観点から適切な収益価格の算定が困難なため、収益還元法は適用しない。(3)-3　Ａ式又はＢ式を用いた理由若しく
　　　は収益還元法を適用しなかった理由

⑧付帯費用

⑦×α

(円／10a)

①収入 ②純収益率 ⑤転換後・造成後
　の更地を想定し
　た価格

r:

⑥有効宅地化率を乗じた　
価格

⑦造成工事費

(3)収益価格算定内訳

4－ 林地-4

［ ］

100

％ u: 年(円／10a) (円／㎡)

［ ］

100

α:

⑩転用見込時期以後に得
　られる純収益の総和
　　　　④÷1,000

⑪転用見込時期における
　価値増分
　　　⑨-⑩

1
(1+r) m

m: 年、r: ％

⑬収益価格
　④＋⑫

(円／10a)

鳥取(林)

(3)-2　Ｂ式（宅地等への転換可能性がある地域にある基準地の場合）

(3)-1　Ａ式（宅地等への転換可能性がないか又はほとんどない地域にある基準地の場合）

× 1,000⑪×

収　　　　入

(円／10a)

①主　伐

(円／10a)

②間伐の後価合計

(円／10a)

③造林費の後価
　合計

(円／10a)

⑤収益還元した価格

r: ％ u: 年

(円／10a)

(円／10a)

⑥管理費資本

(円／10a)

⑦収益価格

　④÷［(1+r) -1］u

④収益価格(A)

　③÷［(1+r) -1］u

(円／㎡) (円／㎡)

(円／㎡) (円／㎡) (円／㎡) (円／㎡) (円／10a)



③地域的特性

④地域要因の将
　来予測

令和 元年 7月 17日　提出

林地-1
年地価調査）鑑定評価書（令和 元

11m県道

（㎡）

県道沿いに広がる林地地域で、道路開発等により周辺では宅地化等の影響も若干認められるが、林地の開発は困難で、今後
とも現状の低迷した需要が続くと予測。

｢調区｣
地森計

200m0m 4.4km

林業経営の環境は厳しい状況が続き、また、都市郊外への開発意
欲は乏しく、山林取引は概して低調である。

特段の変動要因はなく、市場は、静態的に推移している。

特にない。

〔地域要因〕

〔個別的要因〕

〔一般的要因〕

地
域
要
因

宅地化

交通

自然

行政

その他

標
準
化
補
正

交通

宅地化

その他

自然

行政

１１ｍ県道

円／10a

③土地の利用の
現況

⑤基準地から
搬出地点まで
の搬出方法

標高６０ｍ、約３０度の南
向傾斜、松と雑木が混在す
る人工林地域

円／10a

米子駅
南 4.4km

岡公道隣接

｢調区｣
地森計

都市近郊林地

ｍ

法令

規制

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦最寄駅及び
距離

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番

⑥搬出地点の
道路の状況

②地積 2,823

⑨公法上の規制

⑩地域の特性

用材林地（松
）

④周辺の土地の利用の現況 ⑧最寄集落
及び距離

近
隣
地
域

①範囲

②標準的規模等

東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北300 150 50 300

規模 2,800  ㎡程度、　形状 ほぼ長方形

特記 特記すべき事項はない

事項

道

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
　 の適用

都市近郊林地

取引事例比較法

控除法

比準価格

控除後価格

195,000 円／10a

／   円／10a

(4)対象基準地の

個別的要因

別記様式第８

ない

 、　方位・傾斜度（ 南  ）向 30゜

収益還元法 収益価格 ／   

米子駅

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

対
象
基
準
地
の
前
年

標
準
価
格
か
ら
の
検
討

(円／㎡)　較

　要因の

　比較

　因の比　補正

⑦
内
訳

公
示
価
格
を
規
準

標準地番号

-

公示価格

円／㎡

②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　の規準価格

前年基準地 新規

①対象基準地の検討

200,000

②変動率

％

[ ]

[ ] [ ]

[ ]100

100

100

100

　修正

①

-2.5

(8)

と
し
た
価
格

③
(9)

前年標準価格

年間

秤量的検討が可能である できない

米子市新山字柿ノ内山ノ二３６９番

倍

[平成 31年 1月]

正常価格

(1)価格時点

(2)実地調査日

(3)鑑定評価の条件 当該土地に工作物又は立木等がなく、かつ、使用収益を制約する権利の存しないものとしての鑑定評価

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

2.4

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別
令和 元年 7月 1日

令和 元年 7月 11日令和 元年 7月 1日

550,000鑑定評価額 円 195,000 円／10a10a当たりの価格

比準価格は、同一需給圏から広範囲に求めた規範性の高い林地の取引事例を採用しており、市場の実情を適正に反映してい
ると思料する。控除後価格、収益価格は、適用できなかった。戦後のエネルギー革命により雑木林の需要は少なく、取引は
公共買収等が多い状況となっている。比準価格が現実の市場状況を反映しており、当該試算価格が妥当と判断し、鑑定評価
額を決定した。

(6)市場の特性 同一需給圏は、米子市及び周辺の林地地域。需要者の中心は、発電用も散見されるが、多くは恩恵的売買程度で、地縁関係
が中心。近年における市場の需給動向は、需要の減退化が進んでいる。国内産木材価格の低下、雑木林の必要性の低下によ
り、林地の需要は減退し、また、景気低迷、法改正により新たな宅地開発は困難な状況にある。実際の林地取引は個別性が
強く、需要の中心となる価格帯は見出せない。

(7)試算価格の調整
　 及び鑑定評価額
　 の決定の理由

鳥取(林) 5－

鳥取(林) －

基準地番号 提出先

5 鳥取県

所属分科会名

鳥取分科会

業者名

印氏名



［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

］

］

］

］

］

標高　80m
傾斜20度 南向
土壌　普通
樹種　

標高　5m
傾斜
土壌　普通
樹種　

標高　200m
傾斜15度 西向
土壌　普通
樹種　

標高　400m
傾斜30度 南向
土壌　普通
樹種　

⑯推定標準価
格

(都)
地森計

(都)

(都)
地森計

都計外

森林
の土
地所
有権

その
他

森林
の土
地所
有権

森林
の土
地所
有権

正常

正常

正常

正常

194,000193,670244,992

126,000126,494146,100

193,000193,353448,000

196,000196,061357,420

264,000

150,000

500,000

370,000

農村林
地

都市近
郊林地

農村林
地

農村林
地

126.5

115.5

231.7

182.3

100

100

100

100

100

②所在及び地番

(1)比準価格算定内訳

NO ⑧法令上の規制
　等

⑥標高・傾斜等 ⑦道路、交通施設
　の状況

①取引事例
　番号

③取引時点 ④類
　型

⑤地積 ⑨地域
の特性（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

１９７０７
３（林）

1-

１９７０７
２（林）

1-

１９７０７
３（林）

3-

１９７０７
３（林）

4-

-

NO
(円／10a)

⑩取引価格 ⑪事情補正 ⑫時点修正 ⑬標準化
　補正

⑭推定価格 ⑮地域要因
　の比較(円／10a) (円／10a)

⑰個別的要因
の比較

⑱査定価格

(円／10a)

100 ］

100

100 ］

10092.8［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

100 ］

100

100 ］

10097.4［ ］

100

100 ］

100

100 ］

10089.6［ ］

100

100 ］

100

100 ］

10096.6［ ］

100

］

100

］

100［ ］

100

交通･
接近

自然

宅地化

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

〔比準価格：オ比準価格決定の理由 円／10a〕195,000

5－ 林地-2３  試算価格算定内訳

+10.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.20

交通･接近

ア事情
の内容

イ月率
変動率

％／月

行政

0.0

0.0 0.0 0.0

0.0 交通･接近 0.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

自然

その他 その他

自然

-0.20

交通･接近％／月

行政

0.0

0.0 0.0 0.0

+10.00.0 交通･接近 0.0自然

その他 その他

自然

-0.20

交通･接近％／月

行政

0.0

0.0 0.0 0.0

+33.00.0 交通･接近 +30.0自然

その他 その他

自然

-0.20

交通･接近％／月

行政

0.0

0.0 0.0 0.0

0.00.0 交通･接近 +35.0自然

その他 その他

自然

交通･接近％／月

行政

交通･接近自然

その他 その他

自然

行政 0.0

行政 0.0

行政 0.0

行政 0.0

行政

0.0宅地化

0.0宅地化

0.0宅地化

0.0宅地化

宅地化

+15.0宅地化

+5.0宅地化

+34.0宅地化

+35.0宅地化

宅地化

( )

( )

( )

( )

( )

鳥取(林)



］］
］

NO

ａ

ｂ

ｃ

NO

ａ

ｂ

ｃ

⑧推定標準
価格

(円／㎡)

控除法が適用できない

②公示価格又は
標準価格(円／㎡）

①標準地番号又は
　基準地番号

(円／㎡)

％（円／㎡）

③造成工事費　
（円／㎡）

⑧規準価格又は比
準価格(円／㎡）

交通･接近街路 行政環境 その他

100 [ ]

100［

円／㎡

100

［
［

100

④標準化補
　正

⑦個別的要
　因の比較

⑤地域要因
　の比較

①転換後・造成後
の更地を想定した
価格（円／㎡）  

②有効宅地化率
　を乗じた価格
　　（円／㎡）

(

⑤投下資本収益④公共公益施設
　負担金
　　（円／㎡）

(③+④)×np(円／㎡)

⑥販売費及び一
　般管理費
　　（円／㎡）

⑦差引額（円／㎡）
　②－(③＋④
　＋⑤＋⑥）

(2)控除後価格算定内訳

5－ 林地-3

(2)-1転換後・造成後の更地を想定した価格から求めた価格（控除法を適用した控除後価格）

％)

n: 月　p: ％

⑧投下資本収益等控除後の価格

n: 月　p:

1

1+np :

⑨熟成度修正

r: ％　m: 年(円／㎡)

1

(1+r) m

⑩個別的要因の比較 ⑪控除後価格　⑧×⑨×⑩×1,000

[

100

]

100

100

100

②取引価格 ③事情補
　正

④時点修
　正

⑥標準化
　補正

⑦地域要
因の比較

⑨個別的要因の
　比較

⑩査定価格

(円／㎡)

［ ］［ ］

100

［ ］

100［ ］

100

［ ］［ ］

100

［ ］

100［ ］

100

［ ］［ ］

100

［ ］

100［ ］

100

街路

交通･接近

環境

画地

行政

その他

(2)-2転換後・造成後の更地を想定した価格の判定

⑤建付減
価の補正

［ ］

100

［ ］

100

［ ］

100

①取引事例
　番号

-

-

-

取
引
事
例
比
較
法

［ ］

100

交通･接近

⑪事情
の内容

街路

画地

⑫月率
変動率

％／月

行政

交通･接近

⑬標準化補正の内訳 ⑭地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

交通･接近街路

画地

％／月

行政

交通･接近環境

その他 その他

街路

行政

環境

交通･接近街路

画地

％／月

行政

交通･接近環境

その他 その他

街路

行政

環境

⑮比準価格

同一需給圏
内の類似地
域にある転
換後・造成
後の公示価
格又は標準
価格からの
検討

③時点修正 ⑥推定標準価格
（円／㎡）

－

⑨地域要因の比較の内訳

転換後・造成後の更地を想定した価格 円／㎡

(2)-3想定開発区域の概況及び想定開発工事の概要

* 開発区域面積
　うち既存公共用地面積

0

0㎡

㎡

* 開発区域の範囲（基準地を中心として）

m東 m､ 西 m､ 南 m､ 北0 0 0 0

* 開発区域の土地の利用状況

％田 ％、畑 ％、森林 ％､その他0 0 0 0

* 造成画地数

* １画地平均面積

* 平均盛土高

* 造成後の公共減歩率（又は非有効部分）

* 既存公共用地率

* 造成後の減歩率

0

0㎡

画地

0.0ｍ

0.0％

0.0％

0.0％

* 擁壁工事の概要

* 道路工事の概要

* 排水工事の概要

* 公園緑地の工事の概要

* その他

* 水道工事の概要
　　引込延長 0.0ｍ

0.0ｍ
* 電気工事の概要
　　引込延長

鳥取(林)

（円／10a）

理由 大規模開発は近時実例が無く、都市計画法上も開発は困難。

:

* 開発形態：

* 想定用途モデル：

転換後・造成後の公示価格及び標準価格からの検討の適用が困難な理由

大規模住宅分譲は近年ほとんど実例がない。また、都市計画法上も、大規模開発は削除され、当該手法の適用は困難である。

(備考)



(円／10a)

④差引額
　　①＋②－③

⑫増分の現在価値
　　

③純収益

⑨転用見込時期におけ
　る素地価格
　　⑥-⑦-⑧

近傍の林地で収益目的の林地はなく、仮定に基づき適用しても収益がでない。(3)-3　Ａ式又はＢ式を用いた理由若しく
　　　は収益還元法を適用しなかった理由

⑧付帯費用

⑦×α

(円／10a)

①収入 ②純収益率 ⑤転換後・造成後
　の更地を想定し
　た価格

r:

⑥有効宅地化率を乗じた　
価格

⑦造成工事費

(3)収益価格算定内訳

5－ 林地-4

［ ］

100

％ u: 年(円／10a) (円／㎡)

［ ］

100

α:

⑩転用見込時期以後に得
　られる純収益の総和
　　　　④÷1,000

⑪転用見込時期における
　価値増分
　　　⑨-⑩

1
(1+r) m

m: 年、r: ％

⑬収益価格
　④＋⑫

(円／10a)

鳥取(林)

(3)-2　Ｂ式（宅地等への転換可能性がある地域にある基準地の場合）

(3)-1　Ａ式（宅地等への転換可能性がないか又はほとんどない地域にある基準地の場合）

× 1,000⑪×

収　　　　入

(円／10a)

①主　伐

(円／10a)

②間伐の後価合計

(円／10a)

③造林費の後価
　合計

(円／10a)

⑤収益還元した価格

r: ％ u: 年

(円／10a)

(円／10a)

⑥管理費資本

(円／10a)

⑦収益価格

　④÷［(1+r) -1］u

④収益価格(A)

　③÷［(1+r) -1］u

(円／㎡) (円／㎡)

(円／㎡) (円／㎡) (円／㎡) (円／㎡) (円／10a)



③地域的特性

④地域要因の将
　来予測

令和 元年 7月 17日　提出

林地-1
年地価調査）鑑定評価書（令和 元

7.5m県道

（㎡）

木材市場は停滞したままであり、近い将来もこの傾向は変わらないと予測する。

対象基準地と同じ

0.1km100m 18km

安価な輸入木材との競合、後継者不足等が重なり林業経営の厳し
さに変わりはない。

特になし。

特になし。

〔地域要因〕

〔個別的要因〕

〔一般的要因〕

地
域
要
因

宅地化

交通

自然

行政

その他

標
準
化
補
正

交通

宅地化

その他

自然

行政

７．５ｍ県道

円／10a

③土地の利用の
現況

⑤基準地から
搬出地点まで
の搬出方法

標高５５０ｍ、約２０～
３０度の南西向傾斜、松の
人工及び天然林地域

円／10a

生山駅
北西 18km

狩屋原集材機

都計外
地森計

山村奥地林地

ｍ

法令

規制

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦最寄駅及び
距離

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番

⑥搬出地点の
道路の状況

②地積 3,761

⑨公法上の規制

⑩地域の特性

用材林地（松
）

④周辺の土地の利用の現況 ⑧最寄集落
及び距離

近
隣
地
域

①範囲

②標準的規模等

東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北1,000 1,000 2,000 2,000

規模 3,500  ㎡程度、　形状 不整形

特記 特になし。

事項

道

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
　 の適用

山林経営林地

取引事例比較法

控除法

比準価格

控除後価格

13,600 円／10a

／   円／10a

(4)対象基準地の

個別的要因

別記様式第８

ない

 、　方位・傾斜度（ 南西  ）向 20゜

収益還元法 収益価格 ／   

生山駅

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

対
象
基
準
地
の
前
年

標
準
価
格
か
ら
の
検
討

(円／㎡)　較

　要因の

　比較

　因の比　補正

⑦
内
訳

公
示
価
格
を
規
準

標準地番号

-

公示価格

円／㎡

②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　の規準価格

前年基準地 新規

①対象基準地の検討

13,700

②変動率

％

[ ]

[ ] [ ]

[ ]100

100

100

100

　修正

①

-0.7

(8)

と
し
た
価
格

③
(9)

前年標準価格

年間

秤量的検討が可能である できない

日野郡日南町福寿実字虫尾山１３４５番２８

倍

[平成 31年 1月]

正常価格

(1)価格時点

(2)実地調査日

(3)鑑定評価の条件 当該土地に工作物又は立木等がなく、かつ、使用収益を制約する権利の存しないものとしての鑑定評価

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

2.3

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別
平成 31年 4月 10日

令和 元年 7月 11日令和 元年 7月 1日

51,100鑑定評価額 円 13,600 円／10a10a当たりの価格

対象基準地は宅地への転換可能性がないため控除法は適用しない。また、木材価格の長期下落傾向を反映して、林業収支が
投資採算性に見合わないことから収益還元法も適用しない。比準価格は周辺町内も含めた広域的な地域より取引事例を収集
し試算したものであり、現実の山林取引の実態を反映した価格といえる。よって、比準価格を採用し、更に前年基準地価格
との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

(6)市場の特性 同一需給圏は日野郡内の林地地域一帯と判定した。需要者は圏内に地縁性を有する林業経営者が中心となる。圏内における
林業は、林業従事者の不足や輸入材との競合等を背景に長期衰退傾向にあり、需要は低調に推移している。また、林地は伐
採目的ではなく資産保有目的で売買される傾向もあり、価格もまちまちであることから需要の中心となる価格帯の把握は困
難である。

(7)試算価格の調整
　 及び鑑定評価額
　 の決定の理由

鳥取(林) 6－

鳥取(林) －

基準地番号 提出先

6 鳥取県

所属分科会名

鳥取分科会

業者名

印氏名



［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

［

］

］

］

］

］

標高　600m
傾斜20度 南西向
土壌　普通
樹種　杉、松

標高　530m
傾斜10度 南向
土壌　普通
樹種　杉

標高　550m
傾斜20度 東向
土壌　普通
樹種　杉

標高　600m
傾斜20度 北西向
土壌　普通
樹種　杉、檜

⑯推定標準価
格

都計外
地森計

都計外
地森計

都計外
地森計

都計外
地森計

森林

森林

森林

森林

正常

正常

正常

買進み

14,40014,3879,970

12,00011,97615,808

14,30014,30419,740

14,70014,74821,237

10,000

16,000

20,000

28,000

山村奥
地林地

山村奥
地林地

山村奥
地林地

山村奥
地林地

69.3

132.0

138.0

144.0

100

100

100

100

100

②所在及び地番

(1)比準価格算定内訳

NO ⑧法令上の規制
　等

⑥標高・傾斜等 ⑦道路、交通施設
　の状況

①取引事例
　番号

③取引時点 ④類
　型

⑤地積 ⑨地域
の特性（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

１９７０９
１（林）

1-

１９７０９
３（林）

1-

１９７０９
３（林）

2-

１９７０９
３（林）

3-

-

NO
(円／10a)

⑩取引価格 ⑪事情補正 ⑫時点修正 ⑬標準化
　補正

⑭推定価格 ⑮地域要因
　の比較(円／10a) (円／10a)

⑰個別的要因
の比較

⑱査定価格

(円／10a)

100 ］

100

100 ］

10099.7［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

100 ］

100

100 ］

10098.8［ ］

100

100 ］

100

100 ］

10098.7［ ］

100

130.0 ］

100

100 ］

10098.6［ ］

100

］

100

］

100［ ］

100

交通･
接近

自然

宅地化

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

〔比準価格：オ比準価格決定の理由 円／10a〕13,600

6－ 林地-2３  試算価格算定内訳

-10.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.05

交通･接近

ア事情
の内容

イ月率
変動率

％／月

行政

0.0

0.0 0.0 0.0

0.0 交通･接近 -23.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

自然

その他 その他

自然

-0.05

交通･接近％／月

行政

0.0

0.0 0.0 0.0

+10.00.0 交通･接近 +20.0自然

その他 その他

自然

-0.05

交通･接近％／月

行政

0.0

0.0 0.0 0.0

+15.00.0 交通･接近 +20.0自然

その他 その他

自然

-0.05

交通･接近％／月

行政

0.0

0.0 0.0 0.0

+20.00.0 交通･接近 +20.0自然

その他 その他

自然

交通･接近％／月

行政

交通･接近自然

その他 その他

自然

行政 0.0

行政 0.0

行政 0.0

行政 0.0

行政

0.0宅地化

0.0宅地化

0.0宅地化

0.0宅地化

宅地化

0.0宅地化

0.0宅地化

0.0宅地化

0.0宅地化

宅地化

( )

( )

( )

( )

( )

鳥取(林)



］］
］

NO

ａ

ｂ

ｃ

NO

ａ

ｂ

ｃ

⑧推定標準
価格

(円／㎡)

控除法が適用できない

②公示価格又は
標準価格(円／㎡）

①標準地番号又は
　基準地番号

(円／㎡)

％（円／㎡）

③造成工事費　
（円／㎡）

⑧規準価格又は比
準価格(円／㎡）

交通･接近街路 行政環境 その他

100 [ ]

100［

円／㎡

100

［
［

100

④標準化補
　正

⑦個別的要
　因の比較

⑤地域要因
　の比較

①転換後・造成後
の更地を想定した
価格（円／㎡）  

②有効宅地化率
　を乗じた価格
　　（円／㎡）

(

⑤投下資本収益④公共公益施設
　負担金
　　（円／㎡）

(③+④)×np(円／㎡)

⑥販売費及び一
　般管理費
　　（円／㎡）

⑦差引額（円／㎡）
　②－(③＋④
　＋⑤＋⑥）

(2)控除後価格算定内訳

6－ 林地-3

(2)-1転換後・造成後の更地を想定した価格から求めた価格（控除法を適用した控除後価格）

％)

n: 月　p: ％

⑧投下資本収益等控除後の価格

n: 月　p:

1

1+np :

⑨熟成度修正

r: ％　m: 年(円／㎡)

1

(1+r) m

⑩個別的要因の比較 ⑪控除後価格　⑧×⑨×⑩×1,000

[

100

]

100

100

100

②取引価格 ③事情補
　正

④時点修
　正

⑥標準化
　補正

⑦地域要
因の比較

⑨個別的要因の
　比較

⑩査定価格

(円／㎡)

［ ］［ ］

100

［ ］

100［ ］

100

［ ］［ ］

100

［ ］

100［ ］

100

［ ］［ ］

100

［ ］

100［ ］

100

街路

交通･接近

環境

画地

行政

その他

(2)-2転換後・造成後の更地を想定した価格の判定

⑤建付減
価の補正

［ ］

100

［ ］

100

［ ］

100

①取引事例
　番号

-

-

-

取
引
事
例
比
較
法

［ ］

100

交通･接近

⑪事情
の内容

街路

画地

⑫月率
変動率

％／月

行政

交通･接近

⑬標準化補正の内訳 ⑭地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

交通･接近街路

画地

％／月

行政

交通･接近環境

その他 その他

街路

行政

環境

交通･接近街路

画地

％／月

行政

交通･接近環境

その他 その他

街路

行政

環境

⑮比準価格

同一需給圏
内の類似地
域にある転
換後・造成
後の公示価
格又は標準
価格からの
検討

③時点修正 ⑥推定標準価格
（円／㎡）

－

⑨地域要因の比較の内訳

転換後・造成後の更地を想定した価格 円／㎡

(2)-3想定開発区域の概況及び想定開発工事の概要

* 開発区域面積
　うち既存公共用地面積

0

0㎡

㎡

* 開発区域の範囲（基準地を中心として）

m東 m､ 西 m､ 南 m､ 北0 0 0 0

* 開発区域の土地の利用状況

％田 ％、畑 ％、森林 ％､その他0 0 0 0

* 造成画地数

* １画地平均面積

* 平均盛土高

* 造成後の公共減歩率（又は非有効部分）

* 既存公共用地率

* 造成後の減歩率

0

0㎡

画地

0.0ｍ

0.0％

0.0％

0.0％

* 擁壁工事の概要

* 道路工事の概要

* 排水工事の概要

* 公園緑地の工事の概要

* その他

* 水道工事の概要
　　引込延長 0.0ｍ

0.0ｍ
* 電気工事の概要
　　引込延長

鳥取(林)

（円／10a）

理由 宅地への転換可能性はないため。

:

* 開発形態：

* 想定用途モデル：

転換後・造成後の公示価格及び標準価格からの検討の適用が困難な理由

(備考)



(円／10a)

④差引額
　　①＋②－③

⑫増分の現在価値
　　

③純収益

⑨転用見込時期におけ
　る素地価格
　　⑥-⑦-⑧

林業収支が投資採算性に見合わないため。(3)-3　Ａ式又はＢ式を用いた理由若しく
　　　は収益還元法を適用しなかった理由

⑧付帯費用

⑦×α

(円／10a)

①収入 ②純収益率 ⑤転換後・造成後
　の更地を想定し
　た価格

r:

⑥有効宅地化率を乗じた
　価格

⑦造成工事費

(3)収益価格算定内訳

6－ 林地-4

［ ］

100

％ u: 年(円／10a) (円／㎡)

［ ］

100

α:

⑩転用見込時期以後に得
　られる純収益の総和
　　　　④÷1,000

⑪転用見込時期における
　価値増分
　　　⑨-⑩

1
(1+r) m

m: 年、r: ％

⑬収益価格
　④＋⑫

(円／10a)

鳥取(林)

(3)-2　Ｂ式（宅地等への転換可能性がある地域にある基準地の場合）

(3)-1　Ａ式（宅地等への転換可能性がないか又はほとんどない地域にある基準地の場合）

× 1,000⑪×

収　　　　入

(円／10a)

①主　伐

(円／10a)

②間伐の後価合計

(円／10a)

③造林費の後価
　合計

(円／10a)

⑤収益還元した価格

r: ％ u: 年

(円／10a)

(円／10a)

⑥管理費資本

(円／10a)

⑦収益価格

　④÷［(1+r) -1］u

④収益価格(A)

　③÷［(1+r) -1］u

(円／㎡) (円／㎡)

(円／㎡) (円／㎡) (円／㎡) (円／㎡) (円／10a)


